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連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については潜在株式がないため記載しておりません。  

  

  

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第143期

第３四半期 
連結累計期間

第144期
第３四半期 
連結累計期間

第143期
第３四半期 
連結会計期間

第144期 
第３四半期 
連結会計期間

第143期

会計期間

自 平成20年
   ４月 1日 
至 平成20年 
   12月31日

自 平成21年
    ４月１日 
至  平成21年 
    12月31日

自 平成20年
    10月１日 
至  平成20年 
    12月31日

自 平成21年 
    10月１日 
至  平成21年 
    12月31日

自  平成20年
    ４月１日 
至  平成21年 
    ３月31日

売上高 (百万円) 25,816 21,894 8,047 7,442 32,351

経常利益 (百万円) 883 791 80 232 822

四半期(当期)純利益又
は四半期純損失（△）

(百万円) 370 426 △97 111 449

純資産額 (百万円) ― ― 21,733 22,742 21,784

総資産額 (百万円) ― ― 42,057 39,053 38,290

１株当たり純資産額 (円) ― ― 432.23 452.48 433.56

１株当たり四半期(当
期)純利益又は四半期純
損失（△）

(円) 7.38 8.51 △1.95 2.22 8.98

潜在株式調整後 
１株当たり四半期 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 51.5 58.0 56.7

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 122 2,673 ― ― 1,487

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,995 △2,320 ― ― △3,080

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,895 △361 ― ― 540

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高

(百万円) ― ― 3,558 2,479 2,484

従業員数 (名) ― ― 589 580 584



  当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる 

  事業の内容に重要な変更はありません。 

  また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

  当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

平成21年12月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は、当社グループ内への出向者を含め、グループ外への出向者を除く就業人員数です。  

２ 従業員数には派遣社員・嘱託契約の従業員を含んでいません。  

  

  

  

平成21年12月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は、当社から他社への出向者を除く就業人員数です。  

２ 従業員数には派遣社員・嘱託契約の従業員を含んでいません。  

  

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

従業員数(名) 580

(2) 提出会社の状況

従業員数(名) 469



当第３四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおり

であります。 

  

 
   (注) １ 金額は、販売価格によっております。 

   ２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

当第３四半期連結会計期間における商品の仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次の

とおりであります。 

  

 
   (注) １ 金額は、仕入価格によっております。 

   ２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

当社グループでは受注生産を行っておりません。 

  

当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおり

であります。 

  

 
   (注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

  

第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同四半期比（％）

酸化チタン関連事業 3,907 △14.2

その他化学品事業 2,554 △15.9

その他事業 126 △9.5

合計 6,588 △14.8

(2) 商品の仕入実績

事業の種類別セグメントの名称 仕入高(百万円) 前年同四半期比（％）

酸化チタン関連事業 10 △7.2

その他化学品事業 260 △18.5

合計 270 △18.2

(3) 受注実績

(4) 販売実績

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同四半期比（％）

酸化チタン関連事業 4,204 △3.8

その他化学品事業 2,890 △9.8

その他事業 346 △26.7

合計 7,442 △7.5



当第３四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変

動等又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありませ

ん。 

  

  当第３四半期連結会計期間において、該当事項はありません。 

  

当第３四半期連結会計期間におけるわが国の経済は、経済対策の効果や在庫調整の一巡等により、

一部に景気持ち直しの兆しが見られるものの、本格的な回復には至っておらず、依然として厳しい状

況で推移いたしました。 

このような環境下にあって、当社グループは機能性製品を中心に積極的な販売活動を展開いたしま

したが、世界的な需要低迷の影響による販売数量の減少等もあり、当第３四半期連結会計期間の業績

につきましては、売上高は酸化チタン関連事業42億４百万円、その他化学品事業28億９千万円、その

他事業３億４千６百万円の合わせて74億４千２百万円（前年同期比7.5％減）、営業利益は２億４千

８百万円（前年同期比234.5％増）、経常利益は２億３千２百万円（前年同期比189.7％増）となりま

した。四半期純利益は、前年同期に特別損失として１億７千４百万円を計上した投資有価証券評価損

が、当第３四半期連結会計期間では発生していないこともあり、１億１千１百万円（前年同期は四半

期純損失９千７百万円）となりました。 

  
  

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、390億５千３百万円（前連結会計年度末比７億６千３百

万円増）となりました。増減の主なものは、流動資産は、受取手形及び売掛金が14億１千４百万円増

加、たな卸資産が５億１千６百万円減少、固定資産は、投資その他の資産が８億４千３百万円増加、

有形固定資産が９億６千７百万円減少いたしました。 

負債合計は163億１千万円（前連結会計年度末比１億９千４百万円減）となりました。増減の主な

ものは、流動負債は、短期借入金が10億９千６百万円増加、設備関係支払手形・同未払金が７億８千

８百万円減少、固定負債は、長期借入金が11億９千７百万円減少いたしました。 

純資産合計は227億４千２百万円（前連結会計年度末比９億５千７百万円増）となりました。増減

の主なものは、その他有価証券評価差額金が７億５千８百万円増加いたしました。 

  

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」）は、第２四半期連結会

計期間末より７千５百万円減少し、24億７千９百万円となりました。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当第３四半期連結会計期間における営業活動による資金は、６億２千４百万円（前年同期比７億１

千万円増加）の収入となっております。主な要因は、売上債権の増加はありましたが、減価償却費の

計上及び仕入債務の増加によるものです。 

  

２ 【事業等のリスク】

３ 【経営上の重要な契約等】

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

(2) 財政状態の分析

(3) キャッシュ・フローの状況



（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当第３四半期連結会計期間における投資活動による資金は、８億２千９百万円（前年同期比１億５

百万円支出の減少）の支出となりました。主な要因は、有形固定資産の取得による支出によるもので

す。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当第３四半期連結会計期間における財務活動による資金は、１億３千６百万円（前年同期比20億３

千１百万円減少）の収入となりました。主な要因は、短期借入金の純増額によるものです。 

  

当第３四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更又は新たに生じた問題はありません。 

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、そ

の内容等は次のとおりです。 

  

当社は、長年にわたり築き上げてきた各種技術を有効に活用しつつ、中期経営計画の実行に取り

組むことが、当社の企業価値の向上ひいては株主共同の利益に資するものと考えております。 

 従って、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、創業以来蓄積された専門技術やノウ

ハウを十分に理解したうえで、顧客、取引先及び従業員等のステークホルダーとの間に築かれた関

係等を維持しつつ、当社の企業価値を安定的かつ継続的に維持・向上させていく者でなければなら

ないと考えております。 

上記の基本方針のもと、当社グループは、これまで硫酸関連技術を基盤に酸化チタンや界面活性

剤を生み出し、さらには、これら製品において長年蓄積してきた表面処理技術、分散技術、スルホ

ン化技術等を駆使し、化粧品用向けの微粒子酸化チタン、表面処理製品や高機能性コンデンサ用向

けの導電性高分子酸化重合剤等の高付加価値製品を生み出し、企業価値向上に努めてまいりまし

た。 

 また、現在当社グループは以下の３点を重点方針とし、目標達成に向け事業活動を展開しており

ます。 

① 当社グループのコア技術である表面処理技術、分散技術、スルホン化技術等を駆使し、高付加

価値分野である化粧品、電子材料事業に重点投資を行うとともに、新規開発製品の早期戦力化に

より事業拡大を図る。 

② 汎用品事業である酸化チタン、硫酸、界面活性剤はあらゆるコスト競争力の強化策を実施し、

採算性の向上を図る。  

③ 企業の社会的責任を意識し、コンプライアンス、内部統制を重視した事業活動と経営の効率化

を図る。  

 当社は、平成20年６月27日開催の当社定時株主総会において、株主の皆様のご承認をいただき、

当社の企業価値を安定的かつ継続的に維持・向上させることにより株主共同の利益の向上を図るこ

とを目的とし、特定株主グループによる当社の議決権割合が20％以上となる当社株式等の大規模買

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

Ⅰ 当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針の内容

Ⅱ 基本方針の実現に資する取り組み

Ⅲ 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防

止するための取り組み



付行為（以下「大規模買付行為」といい、大規模買付行為を行おうとする者を「大規模買付者」と

いいます）に関する対応方針（以下「本対応方針」といいます）を導入いたしました。 

 本対応方針は、大規模買付者に対し、事前に、遵守すべき手続を提示し、大規模買付行為または

その提案が行われた場合には、必要かつ十分な時間を確保して大規模買付者と交渉し、大規模買付

者の提案する提案内容についての情報収集、検証等を行い、株主の皆様に大規模買付者の買付情報

及び当社取締役会の計画や代替案を提示することにより、当該大規模買付行為が当社の企業価値・

株主共同の利益に与える影響等の十分な情報をもって、当該大規模買付行為に応じるか否かを株主

の皆様にご判断いただくことを目的としております。 

 本対応方針においては、大規模買付者が大規模買付行為を行う場合には、当社が定める所要の手

続（以下「大規模買付ルール」といいます）に従って行われなければならないものとし、大規模買

付ルールに従わない場合、あるいはこれに従う場合でも大規模買付行為が当社の企業価値・株主共

同の利益を害するものと判断される場合には、対抗措置として新株予約権の無償割当てを行いま

す。 

 詳細につきましては、インターネット上の当社ウェブサイト(http://www.tayca.co.jp/)に掲載

の平成20年５月15日付公表資料「当社株式の大規模買付行為に関する対応方針（買収防衛策）導入

について」をご参照下さい。 

上記Ⅱの取り組みは、長年にわたり築き上げてきた各種技術を駆使し、中期経営計画の実行を通

じて、当社の企業価値の向上ひいては株主共同の利益に資するものであります。従って当社取締役

会は、この取り組みが基本方針に沿うものであり、当社役員の地位の維持を目的とするものではな

いと考えます。 

 上記Ⅲの取り組みは、大規模買付行為が行われた場合に、当社の企業価値・株主共同の利益を確

保・向上させる最善の方策の選択を当社株主の皆様にご判断いただくために、必要な情報や時間を

確保したり、当社取締役会が大規模買付者と交渉を行い、また、株主の皆様が当社取締役会による

代替案の提示を受ける機会を確保するためのものであります。また、大規模買付行為に対する対抗

措置は、予め定められた合理的かつ客観的要件に該当した場合にのみ発動されるよう設計されてお

り、さらに対抗措置の発動にあたっては、社外有識者等により構成された独立委員会の勧告を最大

限尊重するものとされていることなど、当社取締役会の恣意的な判断を排除し、当社の企業価値・

株主共同の利益の確保を図る目的に沿った本対応方針の運用が行われる枠組が確保されておりま

す。これらのことから当社取締役会は、この取り組みが基本方針に沿うものであり、当社役員の地

位の維持を目的とするものではないと考えます。 

  

当第３四半期連結会計期間の研究開発費の総額は２億６千万円であります。 

  

Ⅳ 上記取り組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

(5) 研究開発活動



当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 

第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

(2) 設備の新設、除却等の計画



  

 
  

  

 
  

  

   該当事項はありません。 

  

   該当事項はありません。 

  

  

 
  

  

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しており

ません。 

  

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載

することができませんので、直前の基準日である平成21年９月30日の株主名簿により記載しておりま

す。 

第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 150,000,000

計 150,000,000

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成21年12月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成22年２月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 51,428,828 51,428,828

大阪証券取引所 
市場第１部
東京証券取引所
市場第１部

単元株式数は1,000株でありま
す。  
  
 

計 51,428,828 51,428,828 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

(3) 【ライツプランの内容】

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成21年12月31日      ― 51,428     ― 9,855     ― 2,467

(5) 【大株主の状況】

(6) 【議決権の状況】



平成21年９月30日現在 

 
  

  

平成21年９月30日現在 

 
  

  

  

 
(注) 株価は、東京証券取引所市場第１部におけるものであります。  

  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであり

ます。 

  
役職の異動 

 
  

① 【発行済株式】

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

普通株式     1,325,000
― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式    49,691,000 49,691 ―

単元未満株式 普通株式       412,828 ― ―

発行済株式総数 51,428,828 ― ―

総株主の議決権 ― 49,691 ―

② 【自己株式等】

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

（自己保有株式）

テイカ株式会社

大阪市大正区

船町１丁目３番47号
1,325,000 ― 1,325,000 2.57

計 ― 1,325,000 ― 1,325,000 2.57

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成21年

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 271 256 278 310 301 298 289 262 263

最低(円) 236 236 249 256 273 268 241 221 227

３ 【役員の状況】

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏  名 異動年月日

取締役 － 取締役 熊山工場長 平 岡 延 元 平成21年10月１日



当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び前第３四半期連

結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づ

き、当第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半期連結累

計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて

作成しております。  

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成20年10

月１日から平成20年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月

31日まで）について、また、当第３四半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及

び当第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表に

ついて、恒栄監査法人及び公認会計士岩田渉氏により共同四半期レビューを受けております。  

  

第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

２  監査証明について



１ 【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円） 

当第３四半期連結会計期間末 
(平成21年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

資産の部 

流動資産 

現金及び預金 2,558 2,563 

受取手形及び売掛金 ※２ 9,771 8,356 

有価証券 14 14 

商品及び製品 4,602 5,445 

仕掛品 659 532 

原材料及び貯蔵品 2,400 2,201 

その他 515 586 

貸倒引当金 △5 － 

流動資産合計 20,516 19,699 

固定資産 

有形固定資産 

建物及び構築物（純額） 4,632 4,322 

機械装置及び運搬具（純額） 6,243 5,927 

その他（純額） 1,884 3,478 

有形固定資産合計 ※１ 12,760 ※１ 13,727 

無形固定資産 163 93 

投資その他の資産 

投資有価証券 4,647 3,289 

その他 988 1,503 

貸倒引当金 △23 △23 

投資その他の資産合計 5,612 4,769 

固定資産合計 18,537 18,590 

資産合計 39,053 38,290 



（単位：百万円） 

当第３四半期連結会計期間末 
(平成21年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

負債の部 

流動負債 

支払手形及び買掛金 ※２ 4,021 3,668 

短期借入金 3,773 2,676 

未払法人税等 186 46 

賞与引当金 140 249 

その他 2,116 2,716 

流動負債合計 10,238 9,357 

固定負債 

長期借入金 3,352 4,550 

退職給付引当金 2,550 2,393 

その他の引当金 2 1 

その他 166 202 

固定負債合計 6,071 7,147 

負債合計 16,310 16,505 

純資産の部 

株主資本 

資本金 9,855 9,855 

資本剰余金 6,767 6,767 

利益剰余金 5,295 5,119 

自己株式 △427 △425 

株主資本合計 21,490 21,317 

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 1,239 480 

為替換算調整勘定 △61 △73 

評価・換算差額等合計 1,178 407 

少数株主持分 73 59 

純資産合計 22,742 21,784 

負債純資産合計 39,053 38,290 



(2) 【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】 

（単位：百万円） 

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日) 

売上高 25,816 21,894 

売上原価 21,384 17,682 

売上総利益 4,431 4,211 

販売費及び一般管理費 ※ 3,559 ※ 3,403 

営業利益 872 808 

営業外収益 

受取利息 4 2 

受取配当金 131 93 

その他 53 48 

営業外収益合計 189 144 

営業外費用 

支払利息 119 127 

その他 58 34 

営業外費用合計 178 162 

経常利益 883 791 

特別利益 

移転補償金 － 47 

特別利益合計 － 47 

特別損失 

固定資産除却損 108 116 

投資有価証券売却損 － 35 

貸倒引当金繰入額 － 0 

投資有価証券評価損 203 － 

その他 0 － 

特別損失合計 312 152 

税金等調整前四半期純利益 571 686 

法人税、住民税及び事業税 161 263 

法人税等調整額 29 △15 

法人税等合計 191 247 

少数株主利益 10 12 

四半期純利益 370 426 



【第３四半期連結会計期間】 

（単位：百万円） 

前第３四半期連結会計期間 
(自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成21年12月31日) 

売上高 8,047 7,442 

売上原価 6,803 6,015 

売上総利益 1,244 1,427 

販売費及び一般管理費 ※ 1,169 ※ 1,178 

営業利益 74 248 

営業外収益 

受取利息 1 0 

受取配当金 51 29 

その他 10 7 

営業外収益合計 63 37 

営業外費用 

支払利息 38 40 

その他 19 12 

営業外費用合計 57 53 

経常利益 80 232 

特別利益 

移転補償金 － 20 

特別利益合計 － 20 

特別損失 

固定資産除却損 60 58 

貸倒引当金繰入額 － 2 

投資有価証券評価損 174 － 

特別損失合計 235 61 

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期純
損失（△） 

△154 190 

法人税、住民税及び事業税 △159 32 

法人税等調整額 96 41 

法人税等合計 △63 74 

少数株主利益 5 5 

四半期純利益又は四半期純損失（△） △97 111 



(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円） 

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー 

税金等調整前四半期純利益 571 686 

減価償却費 2,005 2,260 

受取利息及び受取配当金 △135 △95 

支払利息 119 127 

売上債権の増減額（△は増加） △1,499 △1,408 

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,311 521 

仕入債務の増減額（△は減少） 746 341 

その他 506 164 

小計 1,003 2,597 

利息及び配当金の受取額 135 95 

利息の支払額 △106 △114 

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △910 94 

営業活動によるキャッシュ・フロー 122 2,673 

投資活動によるキャッシュ・フロー 

有形固定資産の取得による支出 △1,958 △2,081 

投資有価証券の取得による支出 △11 △164 

その他 △25 △74 

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,995 △2,320 

財務活動によるキャッシュ・フロー 

短期借入金の純増減額（△は減少） 2,170 1,323 

長期借入れによる収入 1,300 － 

長期借入金の返済による支出 △1,318 △1,433 

自己株式の取得による支出 △7 △2 

自己株式の売却による収入 0 0 

配当金の支払額 △249 △249 

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,895 △361 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △19 4 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2 △4 

現金及び現金同等物の期首残高 3,555 2,484 

現金及び現金同等物の四半期末残高 3,558 2,479 



当第３四半期連結会計期間(自平成21年10月１日 至平成21年12月31日) 

該当事項はありません。 

  

   

 
  

  

  該当事項はありません。 
  

  

  該当事項はありません。 
  

  

  

 
  

  

 
  

【継続企業の前提に関する事項】

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日  
  至 平成21年12月31日)

会計処理基準に関する事項の変更

完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更

 請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用しておりましたが、「工事契約に関する

会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第18号 平成19年12月27日）を第１四半期連結会計期間以後に着手した工事契約から適用し、当第３四半

期連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率

の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。

 これによる売上高、各利益及びセグメント情報に与える影響は軽微であります。

【簡便な会計処理】

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第３四半期連結会計期間末 
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末 
(平成21年３月31日)

 
※１ 有形固定資産の減価償却累計額 48,028百万円

 
※１ 有形固定資産の減価償却累計額 46,492百万円

 

※２ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につ

   いては、手形交換日をもって決済処理しております。

     なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関  

   の休日であったため、以下の四半期連結会計期間末 

   日満期手形が、四半期連結会計期間末残高に含まれ 

   ております。

 受取手形 323百万円

 支払手形 4 〃

────

(四半期連結損益計算書関係)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年12月31日)

※ 販売費及び一般管理費で主なもの

 運送費及び保管費 1,345百万円

 役員報酬 203 〃

 給料及び手当 508 〃

 研究開発費 651 〃

 

※ 販売費及び一般管理費で主なもの

 運送費及び保管費 1,199百万円

 研究開発費 688 〃



 
  

  

 
  

  

当第３四半期連結会計期間末(平成21年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自平成21年４月１日

至平成21年12月31日) 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

 
  

３ 配当に関する事項 

   配当金支払額 

 
    

４ 株主資本の著しい変動に関する事項 
    株主資本の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動はありません。 

  

前第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日
至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日
至 平成21年12月31日)

※ 販売費及び一般管理費で主なもの

 運送費及び保管費 415百万円

 役員報酬 72 〃

 給料及び手当 215 〃

 研究開発費 235 〃

 

※ 販売費及び一般管理費で主なもの

 運送費及び保管費 412百万円

 研究開発費 260 〃

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年12月31日)

 

 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 3,637百万円

有価証券 26 〃

 計 3,663百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △  79 〃

償還期間が３か月を超える債券等 △  26 〃

現金及び現金同等物 3,558百万円
 

 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 2,558百万円

有価証券 14 〃

 計 2,572百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △  79 〃

償還期間が３か月を超える債券等 △  14 〃

現金及び現金同等物 2,479百万円

(株主資本等関係)

株式の種類 当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(千株) 51,428

株式の種類 当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(千株) 1,329

決議 株式の種類 配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年６月26日 
定時株主総会

普通株式 250 5.0 平成21年３月31日 平成21年６月29日 利益剰余金



前第３四半期連結会計期間(自平成20年10月１日 至平成20年12月31日) 

  

 
  

  

当第３四半期連結会計期間(自平成21年10月１日 至平成21年12月31日) 

  

 
  

  

前第３四半期連結累計期間(自平成20年４月１日 至平成20年12月31日) 

  

(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

酸化チタン 
関連事業 
(百万円)

その他
化学品事業 
(百万円)

その他
事業 

(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結
(百万円)

 売上高

 (1) 外部顧客に対する
   売上高

4,369 3,204 473 8,047 ― 8,047

 (2) セグメント間の内部売
上高又は振替高

214 991 527 1,733 (1,733) ―

計 4,584 4,195 1,001 9,780 (1,733) 8,047

  営業利益又は営業損失（△） △137 201 25 90 (15) 74

酸化チタン 
関連事業 
(百万円)

その他
化学品事業 
(百万円)

その他
事業 

(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結
(百万円)

 売上高

 (1) 外部顧客に対する
   売上高

4,204 2,890 346 7,442 ― 7,442

 (2) セグメント間の内部売
上高又は振替高

200 777 466 1,444 (1,444) ―

計 4,404 3,668 813 8,886 (1,444) 7,442

  営業利益又は営業損失（△） △55 285 4 234 13 248

酸化チタン 
関連事業 
(百万円)

その他
化学品事業 
(百万円)

その他
事業 

(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結
(百万円)

 売上高

 (1) 外部顧客に対する
   売上高

14,242 10,231 1,342 25,816 ― 25,816

 (2) セグメント間の内部売
上高又は振替高

645 2,848 1,440 4,933 (4,933) ―

計 14,887 13,080 2,782 30,750 (4,933) 25,816

  営業利益又は営業損失（△） △75 913 34 871 0 872



  

当第３四半期連結累計期間(自平成21年４月１日 至平成21年12月31日) 

  

 
  
(注) １ 事業の区分は内部管理上採用している区分によっております。  

 ２ 各事業区分に属する主な製品は次のとおりであります。  

 (1) 酸化チタン関連事業…………酸化チタン、微粒子酸化チタン、微粒子酸化亜鉛、表面処理製品、 

                光触媒用酸化チタン等 

 (2) その他化学品事業……………界面活性剤、硫酸、低分子量芳香族スルホン酸、 

                無公害防錆顔料、導電性高分子酸化重合剤、電池セパレータ等 

 (3) その他事業……………………倉庫業及びエレクトロ・セラミックス製造販売等 

 ３  完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更 

 四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載のとおり、請負工事に係る収益

の計上基準については、従来、工事完成基準を適用しておりましたが、「工事契約に関する会計基準」

（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第18号 平成19年12月27日）を第１四半期連結会計期間以後に着手した工事契約から適用し、当第

３四半期連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準

（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。 

 これにより従来の方法によった場合と比べて「その他事業」の売上高及び営業損益に影響が発生します

が、その影響額は軽微であります。 

  

前第３四半期連結会計期間(自平成20年10月１日 至平成20年12月31日)及び当第３四半期連結会計期間

(自平成21年10月１日 至平成21年12月31日)並びに前第３四半期連結累計期間(自平成20年４月１日

至平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自平成21年４月１日 至平成21年12月31日) 

本邦の売上高の金額は、全セグメントの売上高の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、

記載を省略しております。 

  

酸化チタン 
関連事業 
(百万円)

その他
化学品事業 
(百万円)

その他
事業 

(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結
(百万円)

 売上高

 (1) 外部顧客に対する
   売上高

12,446 8,350 1,097 21,894 ― 21,894

 (2) セグメント間の内部売
上高又は振替高

561 2,212 1,309 4,083 (4,083) ―

計 13,008 10,562 2,406 25,977 (4,083) 21,894

 営業利益 134 649 7 791 16 808

【所在地別セグメント情報】



前第３四半期連結会計期間(自平成20年10月１日 至平成20年12月31日) 

  

 

  

当第３四半期連結会計期間(自平成21年10月１日 至平成21年12月31日) 

  

 

  

前第３四半期連結累計期間(自平成20年４月１日 至平成20年12月31日) 

  

 

  

当第３四半期連結累計期間(自平成21年４月１日 至平成21年12月31日) 

  

 
  
(注) １ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

   ２ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

    (1) 国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。 

    (2) 各区分に属する主な国又は地域 

     ① アジア……………タイ、中国、マレーシア、インド等 

     ② 欧州………………ドイツ、イギリス、フランス等 

     ③ 米州………………アメリカ、カナダ、ブラジル等 

     ④ その他の地域……オーストラリア、南アフリカ等 

  

【海外売上高】

アジア 欧州 米州 その他の 
地域

計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 1,120 235 136 10 1,503

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― ― ― 8,047

Ⅲ 連結売上高に占める海外
  売上高の割合(％)

13.9 2.9 1.7 0.1 18.6

アジア 欧州 米州 その他の 
地域

計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 1,184 205 148 12 1,550

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― ― ― 7,442

Ⅲ 連結売上高に占める海外
  売上高の割合(％)

15.9 2.8 2.0 0.2 20.9

アジア 欧州 米州 その他の 
地域

計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 4,333 721 518 47 5,621

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― ― ― 25,816

Ⅲ 連結売上高に占める海外
  売上高の割合(％)

16.8 2.8 2.0 0.2 21.8

アジア 欧州 米州 その他の 
地域

計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 3,393 493 383 41 4,312

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― ― ― 21,894

Ⅲ 連結売上高に占める海外
  売上高の割合(％)

15.5 2.2 1.8 0.2 19.7



  当第３四半期連結会計期間末(平成21年12月31日) 

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動はありません。 

  

  当第３四半期連結会計期間末(平成21年12月31日) 

デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

１  １株当たり純資産額 

  

 
(注)  １株当たり純資産額の算定上の基礎 

  

 
  

  

(有価証券関係)

(デリバティブ取引関係)

(ストック・オプション等関係)

(企業結合等関係)

(１株当たり情報)

当第３四半期連結会計期間末 
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末 
(平成21年３月31日)

452.48円 433.56円

項目 当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末 
(平成21年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 22,742 21,784

普通株式に係る純資産額(百万円) 22,668 21,725

差額の主な内訳（百万円）

 少数株主持分 73 59

普通株式の発行済株式数(千株) 51,428 51,428

普通株式の自己株式数(千株) 1,329 1,320

１株当たり純資産額の算定に用いられた 
普通株式数(千株)

50,099 50,108



２  １株当たり四半期純利益又は四半期純損失等 

  

 
(注) １ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 ２ １株当たり四半期純利益の算定上の基礎  

  

 
  

  

 
(注) １ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 ２ １株当たり四半期純利益又は四半期純損失の算定上の基礎  

  

 
  

  

  

 該当事項はありません。 

  

  当第３四半期連結累計期間(自平成21年４月１日 至平成21年12月31日) 
       リース取引残高は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動はありません。 

  

  

 該当事項はありません。 

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年12月31日)

１株当たり四半期純利益 7.38円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ─

１株当たり四半期純利益 8.51円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ─

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 370 426

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 370 426

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数(千株) 50,120 50,103

前第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日
至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日
至 平成21年12月31日)

１株当たり四半期純損失（△） △1.95円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ─

１株当たり四半期純利益 2.22円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ─

項目
前第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日
至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日
至 平成21年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益 
又は四半期純損失（△）(百万円)

△97 111

普通株式に係る四半期純利益
又は四半期純損失（△）(百万円)

△97 111

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数(千株) 50,111 50,101

(重要な後発事象)

(リース取引関係)

２ 【その他】



該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



  

平成21年２月10日

テイカ株式会社  

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

  

当監査法人及び私は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられて

いるテイカ株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期

間(平成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成

20年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書

及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人及び私の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明

することにある。  

当監査法人及び私は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半

期レビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等

に対して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一

般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続に

より行われた。  

当監査法人及び私が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一

般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、テイカ株式会社及び連結子会社の平

成20年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期

間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさ

せる事項がすべての重要な点において認められなかった。  

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

恒栄監査法人

代表社員 
業務執行社員

  公認会計士    大 石  麻 瑳 央   印

北浜公認会計士共同事務所

  公認会計士    岩 田    渉      印

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。



  

平成22年２月10日

テイカ株式会社  

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

  

当監査法人及び私は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられて

いるテイカ株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期

間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成

21年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書

及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人及び私の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明

することにある。  

当監査法人及び私は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半

期レビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等

に対して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一

般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続に

より行われた。 

当監査法人及び私が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一

般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、テイカ株式会社及び連結子会社の平

成21年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期

間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさ

せる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

  会社と当監査法人又は業務執行社員及び私との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。  

  

  以  上

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

恒栄監査法人

代表社員 
業務執行社員

  公認会計士    椿 本  雅 朗   印

北浜公認会計士共同事務所

  公認会計士    岩 田    渉      印

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。


